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Ⅰ 児童虐待・ＤＶ防止対策の推進 

１ 児童虐待防止対策の推進 

(1) 児童虐待への対応 

子どもの権利擁護と家庭養育優先の原則を具体化するため、改定された「兵庫県社

会的養育推進計画」（令和２～11 年度）に基づき、県では、虐待等により児童養護施

設等に入所する児童の養育を支援。そして、複雑化・深刻化し、依然として増加傾向

にある児童虐待相談に適切に対応するため、こども家庭センターや市町の家庭児童相

談の支援体制を強化するとともに、児童虐待に対する県民意識を高め、速やかな相談・

通告を促すこと等により、児童虐待防止対策を充実強化。 

    ＜児童虐待相談受付・一時保護の状況（神戸市・明石市を含む）＞  (単位：件) 

区  分 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 対前年度比※ 

こども家庭センター 5,221 6,714 8,308 8,816 9,412 106.8% 

 うち一時保護 694 873 1,408 1,387 1,338 96.5% 

市    町 6,507 8,045 9,900 10,323 10,788 104.5% 

合    計 11,728 14,759 18,208 19,139 20,200 105.5% 

   ※ 対前年度比：R3 年度／R2年度 

 

ア こども家庭センターの相談支援体制の強化（845,078 千円） 

(ｱ) 専門的な相談支援体制の強化 

 改正児童福祉法（令和２年４月施行）等を踏まえ、相談支援体制を強化。 

・  児童福祉司の配置(令和４年４月 1 日現在：県所管 126人（児童福祉司任用前 

講習会又は資格取得講習会受講者８人を含む）うち専門職採用 56 人） 

・  改正児童福祉法で受講を義務づけられている「児童福祉司任用前講習会(延 

30時間 平成 30年度～）」「児童福祉司任用後研修(延 30時間 平成 30年度～）」 

等を開催 

・  こども家庭センター職員に対する経験年数（新任・中堅・指導職員等）、業務 

内容（職種・専門技術別）等に応じた系統的・体系的な職員研修を実施 

・  虐待リスクの適切な評価のもと、児童の家庭復帰を推進するほか、こども家 

庭センターと施設、市町との連携強化、施設入所児童等の訪問調査、児童家庭

支援センターとの連絡調整を担う「児童福祉対策推進員」を配置(各センター：

計 23 人、令和２年度～) 

・  対応困難なケース、重篤な被虐待児のケア、親指導等に的確に対応するため、 

「児童虐待等対応専門アドバイザー」を配置（弁護士 24人、医師 37 人、学識者等 74 人） 

・  法的対応強化のため、弁護士を定期的に配置（豊岡を除く各センター月 2 回・ 

計 12人、平成 29 年度～） 

 

(ｲ) 子どもの安全確保の徹底 

  子どもの安全を第一に、こども家庭センターと警察・検察との連携を強化。 

・  特に危険を伴う一時保護や家庭復帰後の子どもの安全を確保するため、児童 

虐待事案に係る「県と県警の連携に関する協定」を締結（平成 25 年９月） 
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・  児童虐待への対応強化、県警察本部との連携強化を図るため、少年事件の経 

験を有する現職警察官を配置(計６人、令和２年度～(尼崎・加東は令和４年度～）） 

・  子どもの安全確保や保護者対応が困難な相談に適切に対応するため、「安全 

確認指導員」(警察官ＯＢ)を配置（計７人、平成 21年度～） 

・  神戸地方検察庁、県警本部、医療機関との連絡会議を実施（平成 26年度～） 

  （子どもの心理的負担等に配慮した検察・警察との協同面接(被害確認面接)の

取組の試行・検討など） 

 

(ｳ)「児童虐待防止 24 時間ホットライン」（専用電話相談）の設置（平成 14 年度～） 

中央こども家庭センターに電話相談・通告に対応する電話相談員（児童福祉司

任用有資格者）を配置し、夜間、休日の虐待相談・通告への受理体制を強化。 

＜24時間ホットライン通告内容別受付・対応状況（令和３年度）＞ (単位：件) 

区 分 
経 路 対応状況 

警察等 近隣知人 市町等 合計 一時保護（一時保護委託を含む） 

養  護 209（136） 

 

558（521） 74（63） 841（720） 172（117） 

性格行動 35 １ ０ 36 25 

非  行 35 ０ ０ 35 23 

合  計 279（136） 559（521） 74（63） 912（720） 220（117） 

※1  相談、関係機関等からの連絡件数は除く。神戸市・明石市分も除く 

※2 （ ）は虐待通告件数を内書き 

 

(ｴ) 児童虐待による死亡事例等の重大事例の検証 

児童虐待防止法に基づき、重大事案の検証のほか、市町の虐待予防に向けた取

組等への技術的助言や提言を行う「児童虐待防止委員会」(平成 13 年度～)を設置。 

※平成 13年 8月、尼崎市での小学 1年男児の虐待死亡事件を機に設置 

 

(ｵ) 虐待をした親等への家族再統合の支援 

子どもの安全確保を最優先としつつ、虐待をした親等の養育力の向上、家族の

再統合に向けた支援を実施。 

・  保護した子どもの家庭復帰の適否等を評価・助言する第三者機関として、弁 

護士、医師、学識者等による「家庭復帰等評価委員会」を県独自に各こども家 

庭センターに設置（平成 21年度～） 

 

      (ｶ) 子どもの権利擁護のための意見表明支援（令和３年度～）  

子どもの権利擁護のため、一時保護や施設入所措置等に係る子どもから第三者 

への意見表明の申出があれば、兵庫県弁護士会に「意見表明支援員（弁護士）」の

派遣を依頼し、子どもとの面接を実施。 
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   (ｷ) 一時保護所の整備・検討 

     近年、児童虐待相談の増加に伴い一時保護件数が増加し、県内１か所の中央こ 

ども家庭センター一時保護所は満床状態で、一時保護委託件数が急増。 

令和３年１月の「一時保護所のあり方検討部会」の報告を踏まえ、県内でも特

に児童虐待相談件数、一時保護件数が多い阪神間に一時保護所を整備（旧川西こ

ども家庭センター跡地。令和６年度中に竣工予定）するとともに、老朽化や家庭

的環境整備への対応が急務となる現在の一時保護所（中央こども家庭センター含

む）の移転整備等を検討。 

＜令和３年度＞ 

旧川西こども家庭センター跡地の土壌汚染調査、既設建物の地上部解体工事及

び新築設計等を実施。 

 

イ 市町における相談援助体制の強化支援（26,678 千円） 

(ｱ) 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

児童家庭相談の第一義的な窓口である市町が中心となって、虐待の疑いのある

子ども等に対して学校、保育所や地域での見守り、相談援助を行うことができる

よう、市町が設置する「要保護児童対策地域協議会」（※）（平成 18年度、全市町

で設置済）への技術的支援・助言を実施。 

※ 協議会の構成機関（市町児童家庭相談担当課が事務局） 

市町､こども家庭ｾﾝﾀｰ､民生委員・児童委員､保育所･幼稚園､学校､警察、医療機関等 

 

(ｲ) 県・市町合同研修会の開催、市町職員等の資質向上支援 

・  市町職員等を対象に、困難な保護者対応等の専門研修、指導者研修(平成 28

年度～）のほか、「児童福祉司任用資格取得講習会」(平成 22 年度～)を実施 

  ・  児童福祉法により義務付けられている専門職（社会福祉士、精神保健福祉士

など児童福祉司任用有資格者）を配置するとともに、研修受講を義務付けされ

た担当者に対する研修を実施（平成 29年度～） 

・ 「要保護児童対策地域協議会」の効果的な運営のほか、子ども家庭総合支援

拠点の設置促進、市町職員の専門性の向上及び関係機関との連携・役割分担等

に関して、実践事例の紹介やグループワーク等を実施 

 

ウ 児童虐待防止医療ネットワークの推進（2,358 千円）    

  地域の医療機関の児童虐待対応体制の整備を図るため、県立尼崎総合医療センタ 

ーを中心に児童虐待対応のネットワークづくりを推進。 

（ｱ）地域の医療機関からの児童虐待対応に関する相談窓口の設置 
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   (ｲ) 保健医療従事者への教育研修等の実施 

＜令和３年度実施回数＞ 31 回(参加延べ人数 482 人) 

＜研修内容＞ 

     ・  BEAMS（医療機関向け虐待対応プログラム） 

Stage１・２ 

     ・  RIFCR（リフカー）研修 

       （被虐待児への初期対応面接の手順）など 

(ｳ) 医療的ケアを要する児童の一時保護委託先の確保 

 

 

 エ 児童虐待防止に向けた地域との連携強化（72,904 千円） 

 (ｱ) 関係機関と連携した児童虐待防止広報啓発（オレンジリボンキャンペーン） 

児童虐待防止推進月間（11月)を中心に、県の児童虐待防止のシンボルマーク

「オレンジリボンはばタン」(平成 25 年度作成)を活用した 

広報啓発を展開。 

・  児童虐待防止に理解と熱意のある県内の団体、企業（「ひょ 

 うご児童虐待防止サポーター」）と協働で、新聞広告やグッ 

ズによる啓発、189新聞広告へのアンケート調査を実施 

        

 

・  「児童虐待に関する県民意識調査」（平成 25年度）によると男女とも 30 歳以

下の若い層を中心に関心が低かったことを踏まえ、ヴィッセル神戸サッカー会

場で「オレンジリボンはばタン」を活用した啓発活動を実施することにより、

児童虐待防止の関心が低い若年世代への啓発を実施。 

      ＜実施日＞ 令和４年 11月（予定） 

＜場 所＞ ノエビアスタジアム神戸 

＜内 容＞ 観戦者へのオレンジリボン啓発 

 

 

＜協賛団体・企業（10 団体・企業）＞ 

団体：県保育協会、県私立幼稚園協会、 

県社会福祉士会 等 

企業：アスタッフ（株）ヴィッセル神戸 

地域拠点病院：14 箇所 

※令和３年度実績 
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(ｲ) 地域の児童委員・主任児童委員活動との連携強化等 

児童委員・主任児童委員による個別援助・見守り活動の強化（県民生委員児童

委員連合会の協力のもと「ひょうごオレンジネット」（児童虐待防止活動）の推進）

や「子育て応援ネット」によるＳＯＳキャッチ活動を支援。 

 

 (ｳ) 子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業） 

   保護者が病気などで、子どもの養育が一時的に困難となった場合に、子どもを

児童養護施設等で預かることで、安心して子育てできる環境を整備。 

   

オ 児童家庭支援センターの運営支援（59,466千円） 

地域の児童・家庭福祉の向上を目的として設置された児童家庭支援センターの運

営を支援（児童養護施設に附設）。地域で見守りが必要な子どもや家庭からの相談に

応じ、継続的に指導を行うほか、夜間等 24 時間の相談にも対応。 

＜主な事業の内容＞ 

社会福祉士、臨床心理士等が専門的な知識・技術をもって対応。 

    ・  市町の求めに応じ、技術的助言や援助の実施 

    ・  こども家庭センターからの委託により、一時保護解除や施設退所後間もな

い子どもや家庭等への継続的指導の実施 

    ・  里親等からの相談に応じ、必要な支援の実施 

＜県内の設置状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 社会的養育推進体制の推進 

  子どもが権利の主体であることを具現化し、家庭養育を優先するため、兵庫県社会

的養育推進計画に基づき、児童養護施設等に入所、又は里親に委託する子どもに対す

る支援を充実強化。 

 
ア 児童養護施設入所等児童への支援（6,807,414 千円） 

児童養護施設等の運営を支援するとともに、施設退所児童への支援を行うことに

より児童の自立を支援。 

 

所 管 施 設 名 所 在 地 設置時期 

県 

すみれ 姫路市 H14.4 

キャンディ 尼崎市 H14.4 

すずらん たつの市 H21.4 

虹の丘 加古川市 H21.6 

リボン 朝来市 H21.7 

子そだてサポートひかり 宝塚市 H23.4 

神戸市 

神戸真生塾 子ども家庭支援センター 神戸市 H17.4 

児童家庭支援センターしらゆり 神戸市 H28.4 

児童家庭支援センターおるおるステーション 神戸市 R2.3 

明石市 児童家庭支援センターかりん 明石市 R2.8 
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(ｱ) 被虐待児童等の自立支援を行う児童養護施設・乳児院の運営支援 

＜施設数・定員（令和４年４月１日現在）＞ 

区  分 
県所管 神戸市所管 明石市所管 

施設数 定員 施設数 定員 施設数 定員 

児童養護施設 19 765 13 570  1 30 

グループホーム  6  36 0   0   0  0 

乳児院  5  93 3  70      1   25 

   (ｲ) 入所の児童への学習支援 

児童養護施設に大学院生等を学習補助ボランティアとして派遣し、子どもへの 

学習指導を行うことにより、子どもの基礎学力の向上を支援。 

      

(ｳ) 児童養護施設や里親の下で育つ子ども応援プロジェクト（平成 28年度～） 

高等学校等でのクラブ活動や企業でのインターンシップ、大学、専門学校等へ

の進学時に奨学金（入学一時金）を助成。また、新たに施設等退所後児童を含め、

自立支援、就職支援セミナーや協力事業者と連携した就職相談会を開催するな

ど、児童養護施設や里親家庭等で育った子どもたちの自立や夢の実現を応援。 

＜令和３年度実績＞ｸﾗﾌﾞ活動等支援 41人､就業支援 52人､大学等進学支援 26人 

   (ｴ) 社会的養護自立支援事業の実施（平成 29 年度～） 

     里親委託や児童養護施設等の退所児童（18 歳・措置延長の場合は 20 歳）のう

ち、引き続き支援が必要な児童について、原則 22 歳に達する日の年度末日まで

個々の状況に応じて支援を継続。 

 (ｵ) 児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業（平成 28年度～） 

児童養護施設等を退所又は里親等への委託が解除された者及び児童養護施設

等入所中又は里親等への委託中の者に対して、安定した生活基盤を築き円滑な自

立を支援するため、県社会福祉協議会において貸付。 

貸付種類 生活支援費 家賃支援費 資格取得支援費 

貸付対象者 
施設等退所者又は里親等委託解除された者 

施設等入所中又は 
里親等委託中の者 

①大学等在学者 
①大学等在学者 
②就職している者 

③資格取得希望者 

貸 付 期 間 大学等在学期間 
①大学等在学期間 
②最長２年 

 

貸 付 額 月額５万円 
家賃相当額 

※生活保護住宅扶助額を上限 
25万円以内 

貸 付 利 子 無利子 

返還免除条件 
①大学等卒業後１年以内に就職し、かつ、 

５年間就業を継続すること。 
②５年間就業を継続すること。 

③２年間就業を継
続すること。 

貸 付 実 績      20件       22件      14件 

    ※ 貸付実績は、令和３年度末までの累計 
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※ 新型コロナウイルス感染症の影響により、経済的に厳しい状況にある退所者等

を支援するため、貸付金額の増額等の拡充 

生活費貸付：就職者、進学者とも 12 カ月限定で８万円に拡充 

家賃貸付 ：就職者３年間に延長 

     ※ 申請時期を退所時に限定せず、退所後５年まで延長し、退所後の状況変化にも 

     対応 

    (ｶ) 児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）への支援 

     義務教育終了後、児童養護施設等を退所し、就職する児童等の社会的自立を促

進する自立援助ホームの運営を支援。 

     ＜設置数＞ 県５カ所、神戸市１カ所、明石市１カ所 

    

(ｷ) 児童養護施設等児童進学支援事業（令和２年度～） 

児童養護施設や里親の下で育った児童が大学等へ進学した場合に、大学等のオ 

ンライン授業に対応できるよう、パソコンや Wi-Fi等の環境整備に必要な経費を

支援。 

        ＜令和３年度実績＞ 大学等進学者 21名 

 

 イ 児童養護施設等の施設整備への支援(211,914 千円) 

   県所管の児童養護施設、乳児院等が実施する、小規模化（小規模グループケア、分

園等）、高機能化、多機能化等を進めるための整備工事や施設の拡張工事に係る費用の

一部を支援。 

   ＜令和４年度の整備計画＞ 児童養護施設：２カ所 

 

ウ 里親制度の推進（31,347 千円） 

家庭での養育が困難な子どもを受け入れて養育する里親を支援するとともに、里親

委託を促進。 

  ＜里親等委託率の状況＞（各年度３月 31日現在） 

 区  分 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

県委託率 18.3％ 19.3％ 21.1 ％ 22.6％ 23.4％ 
国委託率 19.7% 20.5％ 21.5 ％ 22.8％ ― 

＜里親委託の推移＞（各年度３月 31日現在）          （単位：組・人） 

 区   分 H29年度 H30年度 R元年度 R2 年度 R3年度 

登録里親数 376 419 403 433 478 
受託里親数 132 141 134 140 145 
委託児童数 204 219 224 224 230 

      (参考）令和４年４月１日現在  神戸市:登録里親 173組、受託里親 48組、委託児童 62人 

明石市:登録里親 52組、受託里親 11 組、委託児童 19人 

(ｱ) 里親制度の啓発 

・  里親の新規開拓のための「里親出前講座」等の開催（平成 26 年度～） 

    ・  里親・特別養子縁組推進全県フォーラムの開催 
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        ＜実施日＞ 令和５年１月～３月の間で実施予定 

   (ｲ) 里親の専門性の向上 

・  里親制度や要保護児童を理解する「基礎研修」、里親養育の基準や子どもの

発達・権利擁護を理解する「登録前研修」等の研修を実施 

・  養育里親・養子縁組里親に対する５年毎の更新研修において、里親・里子の

福祉の向上を図るため、子どもの養育に関する知識、情報を提供 

・  各地域で里親が集う「里親サロン」等で、経験豊富な里親からのアドバイス

を受ける機会や子どもの養育に必要な情報を提供 

 

(ｳ) 里親への支援の充実 

 ・  里親会ふれあい交流会及び地区里親会単位の交流事業実施 

・  各こども家庭センターに「家庭養護推進員」、児童養護施設等に「里親支援専

門相談員」（県所管：児童養護施設 12 カ所、乳児院３カ所）を配置し、家庭訪

問や電話相談、「里親サロン」の運営、里親会の活動支援などを実施 

・  里親制度を推進するため、家庭養護促進協会に里親ﾄﾚｰﾅｰ（1 名）を配置 

・ 金融機関等の窓口で提示する際に、持ち運びに便利な名刺サイズの「里親登

録証」を発行し、里親家庭の生活の利便性向上を支援（平成 27 年度～） 

 

(ｴ) 週末里親・季節里親の制度の啓発 

・ 未委託の里親等に対し、週末や年末年始等､短期間の里親養育体験による里親

委託の推進 

＜令和３年度 週末里親への委託＞ 17 人 

＜令和３年度 季節里親への委託＞ 25 人 

 

(ｵ) 特別養子縁組制度の推進 

・ 里親制度の説明や当事者の体験談等で構成する啓発動画「もうひとつの親子」

の活用 

・ 医師会、産科医療機関等と連携し、リーフレットの配布など啓発を強化する

とともに、思いがけない妊娠等で不安を抱える方の相談に応じ、必要な調整を

図ることで、子どもが安心して成長できる環境を整えられる仕組みを整備 

 

(ｶ) 小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）の運営支援 

       養育里親経験者等が養育者となり、自宅で児童（定員６人）を受け入れ、生活

習慣や豊かな人間性や社会性を養い、児童の自立を支援。 

    ＜設置数（令和４年４月１日現在）＞ 18カ所 

（県 12 カ所（西宮市、川西市、三田市、丹波篠山市、三木市(2)、宍 

粟市、姫路市(3)、洲本市、淡路市）、神戸市 5カ所、明石市 1カ所） 

 

   (ｷ) 未委託里親トレーニング事業の実施（平成 30 年度～） 

     現在、子どもが委託されていない里親（未委託里親）に対するトレーニングを
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里親の更新研修時に実施し、養育力の向上を図り、里親の養育不安を解消。 

   (ｸ) 里親への委託前養育等支援事業の実施（令和３年度～） 

      里親登録者が正式な里親委託の前に、里親と子どもの双方の相性確認や関係調

整のため、面会や外出、外泊等のマッチングを行った場合に要する経費や未委託

里親トレーニング研修に要する経費を支援。 

＜令和３年度実績＞ マッチングに要する経費 28 名 

          研修に要する経費    47 名 

  

(3) 県立明石学園、県立清水が丘学園における児童の自立支援（446,249 千円） 

ア 明石学園（児童自立支援施設）の運営 

不良行為をした児童(おそれのある児童を含む)など生活指導等を要する児童を入所

させ､「小舎夫婦制」による寮舎運営により、家庭的な雰囲気の中で指導を行い、自

立を支援。 

＜措置児童数の状況（令和４年４月１日現在）＞      （単位：人） 

窃盗 
恐喝 
暴力 

家出 
浮浪 

性的 
非行 

強盗 
傷害 

金品 
持出 

施設 
不適応 

その他 合 計 

３ ２ １ ３ ０ ２ ８ ６ 25 

イ 清水が丘学園（児童心理治療施設）の運営 

家庭環境や学校での人間関係等が原因となって、社会生活への適応が困難となっ

た児童を入所・通所させ、心理治療等を通じて児童の自立を支援。 

＜措置児童数（令和４年４月１日現在）＞ 入所 35 人、通所６人 

 

２ ＤＶ防止対策の推進 

(1) 配偶者等からの暴力（ＤＶ）防止対策の推進（219,545千円） 

「兵庫県ＤＶ防止・被害者保護計画」(計画期間 平成 31～令和５年度)に基づき、

女性家庭センターをはじめ、庁内関係部局、県警本部、市町、民間団体、関係施設等

の密接な連携により、相談、一時保護、自立支援、専門人材の育成を推進。 

＜ＤＶ相談・一時保護等の状況＞                           （単位：件）  

区      分 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 対前年度比 

女性家庭ｾﾝﾀｰＤＶ相談 652 599 776 816 684 83.8% 

 うち一時保護 136 115 106 85 81 95.3% 

市町 12,812 12,705 12,304 14,029 12,805 91.3% 

県関係機関 

(県警･こども家庭ｾﾝﾀｰ等) 
5,346 5,839 6,091 6,085 6,497 106.8％ 

計 18,810 19,143 19,171 20,930 19,986 95.5％ 

（参考）女性家庭センターの相談総件数 R３年度：2,695件 ※対前年度比：R3年度/R2年度 

 

ア 関係機関との連携による相談・一時保護体制の充実 

(ｱ) ＤＶ相談の増加、深刻化が懸念されるため、国が 24 時間の相談体制を構築。 

     ・ ＤＶ相談＋(プラス) 0120-279-889（24 時間） 

        ＜全国相談実績＞ 52,697件（２年度）、21,250件（３年度上半期） 
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・ ＤＶ相談ナビダイヤル ＃8008（はれれば） 

(ｲ) 県女性家庭センター（県配偶者暴力相談支援センター）の休日・夜間を含むＤ 

Ｖ相談、一時保護の実施、一時保護所に心理判定員や児童学習等支援員を配置し、 

カウンセリングや学習支援等を実施。 

＜相談時間＞ 毎日 9:00～21:00 緊急時は 24時間対応 

  (ｳ) 民間支援団体等と連携した休日・深夜等の緊急時に迅速に対応するため県内外の

民間シェルターや社会福祉施設に一時保護委託の実施。 

＜令和３年度実績＞ 56件（委託契約施設数 28 カ所(NPO、社会福祉施設等) 

(ｴ) 民間シェルター運営の支援 

      県女性家庭センターから一時保護委託を受けるＤＶ被害者等に対する民間シェ 

ルターに対して、シェルター新規開設に必要な初度備品購入経費、シェルター借り 

上げ経費の一部を支援。 

(ｵ) 被害者・同伴児に対するカウンセリング、被害者外出時の同行サポート・同伴

児の保育等の実施のほか、ＤＶ被害者の自立を支援するため生活支援や心理療法

を担当する支援員（２名）を配置。 

（ｶ）県女性家庭センターによるＤＶ法律相談の実施。(令和３年度実績：214 件) 

（ｷ）ＤＶ相談アドバイザーの配置（令和元年度～） 

（ｸ）ＤＶ被害者等セーフティネット強化支援パイロット事業（令和２年度～） 

民間シェルター運営団体と連携し、ＤＶ被害者の自立に向け、同伴児も含めた、 

切れ目のない、きめ細かい支援を実施。 

 

イ 市町におけるＤＶ防止対策の取組支援 

(ｱ) 市町基本計画の策定 

県内 41 全市町において、市町基本計画を策定し、啓発等によるＤＶ防止から自

立支援までの切れ目のない施策を実施。 

(ｲ)「配偶者暴力相談支援センター」の設置 

17 市町設置済。未設置市町には、「市町村の配偶者暴力相談支援センターの設

置促進のための手引き」を活用し、設置を促進。 

 

ウ 被害者支援の強化 

(ｱ) 県営住宅を活用した一時入居住宅（ステップハウス）の設置（３戸） 

自立意欲があるにもかかわらず、住宅の確保が困難な者に対する住宅を提供。 

 (ｲ) 県市町公営住宅における優先入居の実施 

   国土交通省通知（R4.1.25）により婦人相談所等によるＤＶ証明書の発行を受け

た者の優先入居を追加。 
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(ｳ) 婦人保護施設、母子生活支援施設への入所 

 

エ ＤＶ防止のための啓発 

ＮＰＯとの協働によるＤＶ防止出前講座及びデートＤＶ防止等出前講座の実施。 

 

オ 人材の育成と連携強化 

(ｱ) 県女性家庭センターによる市町、専門機関、NPO・民間団体向け支援者専門研修 

ＤＶ相談基礎研修、ＤＶ相談応用研修、テーマ別実務者研修等の実施。 

 

(ｲ) 関係機関､民間団体等が参画する「ひょうごＤＶ防止ネットワーク会議」の開催。

〔県関係機関(6)、市町(1)、国関係機関(5)、関係団体(6)、民間支援団体(2)〕 

 

３  児童委員・主任児童委員活動の推進（146,107 千円） 

地域における児童福祉活動の中心的な担い手として、子育て家庭への身近な相談や支

援を行う児童委員・主任児童委員の活動を推進（令和４年 12月一斉改選）。 

＜委 嘱 定 数＞  児童委員 9,538 人、主任児童委員 778 人 

（令和４年４月１日現在 政令市・中核市を含む） 

＜活動費用弁償＞ 児童委員 1 人あたり年額 30,100円（市町に補助） 

＜委員の活動内容＞ ・地域住民からの子育てや家庭問題等の相談 

               ・「ひょうごオレンジネット」（児童虐待防止活動）の推進等 

 

４  支援の必要性が高い妊産婦への支援（35,000千円） 

予期せぬ妊娠など支援の必要性が高い妊産婦を受入れる場所を確保し、関係機関が連

携して策定した自立支援計画に基づき、産前産後の心理的ケアや保健指導、生活相談、

就労支援を行うとともに、自立に向け、県営住宅・民間住宅をステップハウスとして見

守りを行うなどの支援を実施。 

   ＜委託事業者＞ 公益社団法人小さないのちのドア 

   ＜就業支援＞   兵庫県社会福祉法人経営者協議会との協定に基づく就労支援 

 

Ⅱ 家庭福祉対策の推進 

１ 子育てを応援する経済的支援 

(1) 児童手当の支給（11,882,282 千円）〈県所管：全市町〉 

次代の社会を担う児童の健やかな育ちを支援するための手当を支給。 

＜支給対象児童＞ 中学校修了まで(15 歳到達後最初の 3 月 31 日までの間にある児童) 

＜手当額＞ 

   

 

 

 

 

３歳未満 月額 15,000 円 

３歳以上小学校修了前 第１・２子 月額 10,000 円 

第３子以降 月額 15,000 円 

中学生 月額 10,000 円 

特例給付（所得制限限度額～所得上限限度額） 月額 5,000 円 
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＜所得制限限度額＞ 基準額 年収 960 万円(夫婦、児童２人)以上の場合は特例給付

として支給。平成 24 年６月分から適用                  

＜所得上限限度額＞ 基準額 年収 1,200 万円（夫婦、児童２人）以上の場合は特例

給付を廃止（資格喪失）。令和４年６月分から適用 

＜実施主体＞ 市町(公務員については各所属) 

 

(2)  特別児童扶養手当の支給（事務費 21,256 千円）〈県所管：政令市除く。事業費は国 

から市町へ直接交付〉 

20 歳未満の身体又は精神に重度若しくは中度の障害のある児童を養育する父もし

くは母、又は父母にかわってその児童を養育している者に手当を支給。 

＜手当額＞ １級(重度) 月額 52,400円、２級(中度) 月額 34,900円（令和 4年４月～） 

＜令和３年度支給実績＞  (単位：人) 

支給対象児童数（R4.3月末） 

１級 ２級 合 計 

4,391 

(3,258) 

11,300 

(8,048) 

15,691 

(11,306) 

      ※（ ）は県所管(神戸市以外)分 

 

２ ひとり親家庭等自立支援の推進 

ひとり親家庭の自立と生活の安定を図るため、改定された「兵庫県ひとり親自立促進

計画」（令和２～６年度）に基づき、児童扶養手当や自立支援給付金の支給、母子・父子

自立支援員による相談等を実施。 

 

(1) 児童扶養手当の支給（709,501千円）〈県所管：郡部〉 

ひとり親家庭の保護者に手当を支給。 

＜手当額＞(令和 4 年 4月～)                  （単位：月額 円） 

区  分 
第１子 第２子加算 第３子加算 

全部支給 一部支給 全部支給 一部支給 全部支給 一部支給 

支給額 43,070 
43,060～

10,160 
10,170 

10,160～

5,090 
6,100 

6,090～

3,050 

＜令和 3年度支給実績＞ 受給者数 35,800人 (うち県所管(郡部)1,421人)（R4.3月末） 
 

(2)  母子父子寡婦福祉資金の貸付（319,556千円）〈県所管：政令市・中核市除く〉 

経済的自立の支援と生活の向上を図るため、修学資金等を貸付。 

〔貸付金種類〕 

 事業開始資金、事業継続資金、修学資金、技能習得資金、修業資金、就職支度資金、 
   医療介護資金、生活資金、住宅資金、転宅資金、就学支度資金、結婚資金   （計12種類） 

〔貸付条件等〕 

 ・利    子：無利子又は年利1.0%（貸付金の種類、保証人の有無により異なる） 
 ・償還方法：一定の据置期間の後 3～20年（貸付金の種類によって異なる） 
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＜令和３年度貸付実績＞                                 （単位：件、千円） 

区
分 

修学 
技能 
習得 

修業 生活 住宅 転宅 
就学 
支度 

合 計 

件数 
371 

 (235) 
11 

 (7) 
4 

 (3) 
13 

(10) 
2 

(1) 
19 
(2) 

83 
(40) 

503 
(298) 

貸付 
金額 

235,338 
(141,580) 

7,085 
 (5,065) 

1,611 
(891) 

6,886 
 (6,072) 

2,160 
(660) 

4,288 
 (495) 

28,864 
(13,545) 

286,232 
(168,308) 

     ※（ ）は県所管(政令市､中核市以外)分 

 

(3)  ひとり親家庭就業支援事業（171,775 千円） 

ア 高等職業訓練促進給付金の支給〈県所管：郡部〉 

母親（父親）の就職、生活安定に資する資格取得を促進するため、修学中の一定

期間について給付金(生活費の補助)を支給。  

＜対  象  者＞ 児童扶養手当受給者等 

＜対 象 資 格＞ 修学期間 1 年以上の資格、通信講座も可 

        ※ 令和３～４年度に限り、修学期間６ヶ月以上の資格も可 

＜支 給 期 間＞ ４年上限(法令等で定められている修学期間) 

＜支  給  額＞ 住民税非課税世帯  100千円/月（最終１年間は 140千円） 

        住民税課税世帯  70.5千円/月（最終１年間は 110.5 千円） 

＜令和３年度支給実績＞  受給者  321 人、支給額  360,686  千円 

   （うち県所管《郡部》 受給者   19 人、支給額   20,600.5千円) 

 

 イ 高等職業訓練促進資金貸付事業の実施〈県所管：政令市以外〉 

【訓練促進資金】（平成 28年度～） 

高等職業訓練促進給付金による修学を容易にするため、入学準備金や就職準備金

を県社会福祉協議会において貸付。 

＜対  象  者＞ 児童扶養手当受給者等（高等職業訓練促進給付金の支給対象者） 

＜貸 付  額＞ 入学準備金 500,000 円以内、就職準備金 200,000円以内 

＜償 還 免 除＞ 養成機関卒業後１年以内に資格を活かして就職し、５年間従事 

＜令和３年度貸付実績＞     貸付者 81 人、貸付額  23,146 千円 

（うち県所管《神戸市以外》貸付者 48 人、貸付額  14,746 千円) 
 

【住宅支援資金】（令和３年度～） 

ひとり親に対する生活基盤の安定を図り、自立に向けた取組を促進するため、

入居している住宅家賃に対する資金を県社会福祉協議会において無利子で貸付。 

＜対 象 者＞ 児童扶養手当受給者等 

＜貸 付 額＞ 12カ月の範囲内で上限 4万円/月  

＜償 還 免 除＞ 安定的な就労につながり、１年間就労を継続 

＜令和３年度貸付実績＞    貸付者 ５人、貸付額  654千円 
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（うち県所管《神戸市以外》貸付者 １人、貸付額  240千円) 

ウ 自立支援教育訓練給付金の支給〈県所管：郡部〉 

母親（父親）の主体的な職業能力開発の取組を支援するため、教育訓練講座の

受講料の一部を支給。 

＜対 象 者＞ 児童扶養手当受給者等 

※平成 29年度から雇用保険法による教育訓練給付受給資格者も対象。 

※令和元年度から高等職業訓練促進給付金との併給可。 

＜支 給 額＞  教育訓練給付（雇用保険法） 

受給資格無：受講費用の６割(上限 20万円)  

         受給資格有：受講費用の６割と教育訓練給付金の差額(上限 20 万円)  

         ※専門実践教育訓練給付対象講座：上限 40万円×修業年数 

＜令和３年度支給実績＞  受給者  147 人、支給額  14,796 千円 

（うち県所管《郡部》受給者   13 人、支給額    3,027 千円) 

 

エ 高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金の支給〈県所管：郡部〉 

母親（父親）及びその児童のより良い就職、転職を可能にし、正規雇用へつな

げるため、高等学校卒業程度認定試験（文部科学省実施）合格のための講座（通

信講座含む）の受講者に受講料の一部を支給。 

      ＜対 象 者＞ 児童扶養手当受給者等及びその児童 

＜支 給 額＞ ① 受講開始時：受講費用の 30%（上限７万５千円） 

② 受講修了時：受講費用の 10%（①＋②の上限 10 万円） 

              ③ 合 格 時：受講費用の 20%（①＋②＋③の上限 15万円） 

 

(4) 母子・父子自立支援員による相談 

ひとり親家庭及び寡婦に対し、生活一般、就業、貸付金、その他自立に必要な相

談・指導を実施。 

＜配置状況＞  郡部所管の県健康福祉事務所及び各市に配置 

＜令和３年度相談取扱状況＞               （単位：件） 

相談件数 
内 容 別 内 訳 

生活一般 児 童 経済的支援 その他 

13,179 
(586) 

5,167 
(241) 

1,546 
(49) 

6,303 
(268) 

163 
(28) 

※政令市、中核市除く 
※（ ）は県所管(郡部)分 

 

(5) ひとり親家庭等特別相談事業の実施（2,656 千円）〈県所管：政令市、中核市除く〉 

ひとり親家庭及び寡婦に対し、弁護士による専門的な法律相談を実施。 

     ＜相談方法＞  常設相談：弁護士事務所での面接や電話による相談（随時） 

             オンライン相談：福祉事務所等においてオンラインで行う相談 

（年 12 回） 
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＜令和３年度相談取扱状況＞                        （単位：件）  

相談件数 

内 容 別 内 訳 

離婚、慰謝料 

養育費、認知等 

財産相続 

財産処分 

土地、金銭貸

借等 

損害賠償、 

交通事故 
その他 

75 40 17 8 2 8 

 

(6) ひとり親等日常生活支援事業の実施（1,398 千円）〈県所管：政令市、中核市除く〉 

ひとり親家庭や寡婦の日常生活を支援するため、修学や疾病などにより一時的に

生活援助や保育サービス等が必要な場合に「家庭生活支援員」を派遣。 

＜利用料＞ 

  

 

 

 

＜令和３年度利用実績＞ 生活援助 延べ 434時間（２市） 

 

(7) 母子・寡婦福祉大会の開催（460千円） 

      県内の母子、寡婦が一堂に集い、助け合いながら家庭づくりに努めることを誓う

とともに、県民への理解を深めるための福祉大会を開催。 

    ＜開催日＞ 令和４年 11 月 20 日（日） 

     ＜場 所＞ 兵庫県民会館「けんみんホール」 

 

(8) 母子・父子自立支援プログラム策定員による自立支援（12,065 千円） 

      児童扶養手当受給者を対象に、個々の家庭の状況に応じた自立支援プログラムを

策定し、自立・就業に向けた取組を支援 

＜令和３年度策定実績＞ 19 件 

 

  (9) 母子・父子自立支援員スキルアップ研修事業（561千円） 

    ひとり親家庭の親の身近な相談窓口となる母子・父子自立支援員に対して、就労

支援の他、離婚前後に直面する慰謝料、養育費、面会交流等に係る支援について研

修会（年６テーマ）を開催。 

 

(10) 母子家庭等医療費給付事業〔国保医療課で福祉医療制度として実施〕 

ひとり親家庭の親と子、遺児の疾病又は負傷について、医療保険による給付が行

われた場合に、医療保険制度での本人負担額の一部を助成。 

外来：１医療機関等あたり１日 800 円(低所得者は 400円)を限度に月２回まで 

     入院：定率１割負担(負担限度額 3,200 円(低所得者 1,600円)/月) 

利用世帯の区分 
利用者の負担額（１時間あたり） 

子育て支援 生活援助 

生活保護世帯、市町村民税非課税世帯 0 円 0 円 

児童扶養手当支給水準の世帯 70 円 150 円 

上記以外の世帯 150 円 300 円 
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Ⅲ 新型コロナウイルス感染症への対応 

１ こども家庭センターでの対策 

(1) 一時保護所サテライトの設置（令和４年度 1,000千円） 

    保護者が新型コロナウイルスに感染し、保護者以外に養育できる親族等がいない要

保護児童を一定期間保護するための体制を整備。 

＜設置時期＞令和２年５月１日 

 

(2) 相談支援体制の強化（令和４年度 6,000 千円） 

    保護者が新型コロナウイルスに感染した児童の一時保護の調整等を行う看護師を配

置し、相談支援体制を強化。 

 

２ 児童福祉施設等での対応 

児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業 (令和４年度 98,000千円)  

   各施設において、新型コロナウイルス感染症等の感染拡大防止対策を行いつつ、事業 

を継続していくために必要な人件費、個室化改修、衛生用品購入、職員の PCR検査費用、

高等学校等のオンライン事業に対応するためのパソコン購入や環境整備経費等を支援。 

  ＜対象施設＞  児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設、自立援助ホーム、 

ファミリーホーム、児童家庭支援センター、母子生活支援施設、 

婦人保護施設 

 

３ ひとり親世帯への経済的支援 

 (1) 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）〈県所管：郡部〉 

（令和４年度６月補正：158,000千円） 

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、食費等の物価高騰の影響を受け、

家計が悪化している低所得のひとり親世帯に対し、特別給付金を支給。 

＜支給対象者＞ 

・  令和和４年４月分の児童扶養手当の支給を受けている者 

・  公的年金給付等により令和４年４月分の児童扶養手当の支給を受けていな 

い者（児童扶養手当に係る支給制限限度額を下回る者に限る） 

・  新型コロナウイルス感染症の影響で家計が急変し、直近の収入が児童扶養手

当を受給している者と同水準の者 

 ＜支給額＞  児童１人あたり５万円 

＜令和３年度支給実績＞  支給件数：1,565 件（児童数：2,482 人） 

支給額：124,100 千円 
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＜虐待種別＞ 

■資料編 

 

＜こども家庭センター（神戸市・明石市含む）の児童虐待相談状況＞ 

(1) 児童虐待相談件数・一時保護件数の推移           (2)市町の虐待相談件数の推移 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

＜県こども家庭センターの虐待相談状況等＞ 

(1)虐待相談状況（令和３年度実績） 

  

 

                                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

＜相談経路＞ ＜被虐待児の年齢＞ 

＜主な虐待者＞ 
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(2)法的対応状況 

  

 

 

 

 

 

 

(3)一時保護の状況 

ア 一時保護所利用状況（令和３年度） （単位：人）

（注）（　）は、令和２年度からの繰り越し件数を内書き

入所児童数 延人員

うち虐待 うち虐待

433（31） 217（18） 13,194（910） 7,205（653）

１日平均在所人員 １日平均在所日数

36.1 30.5

 

イ 一時保護委託状況（令和３年度） （単位：人）

警察 乳児院 児童養護施設 里親 その他 計 うち虐待

239（329） 91（5,043） 483（11,337） 237（4,880） 210（6,850） 1,260（28,439） 524（15,814）

（注１）令和２年度からの継続分を含む
（注２）（　）内は委託延日数  

ウ 一時保護委託年次推移

年度

平成29年

平成30年

令和元年

令和２年

令和３年

（単位：人）

187 112 427 1,070

239 91 483 1,260

203

237

141

210

392 1,070

129 483 1,358

146

297

152

210

児童養護施設 計里親 その他警察 乳児院

290 90

239

271 8767 908345138

 

 

＜県こども家庭センター児童虐待相談状況、県内配偶者暴力相談支援センターＤＶ相談状況＞  

（単位：件）

区分 年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計

令和元年 376 453 576 471 494 503 529 341 374 462 371 430 5,380

令和２年 467 427 581 494 482 488 500 414 434 377 354 428 5,446

令和３年 487 504 633 534 420 558 486 430 424 410 411 507 5,804

令和元年 643 661 724 743 746 698 754 728 601 642 626 762 8,328

令和２年 1,161 913 859 836 751 723 765 734 700 590 657 842 9,531

令和３年 746 668 823 725 814 747 719 792 727 631 732 939 9,063

ＤＶ

虐待

 

親権・後見人関係（令和３年度）   （単位：件）

法第28条第１
項第１号・第２
号による措置

法第28条第２
項による措置

親権停止審
判の請求

親権喪失審
判の請求

後見人の選
任の請求

請求件数 13 1 3 0 2

※後見人の選任の請求は、全て令和２年度からの繰り越し件数


